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※ 公開できる情報のみ掲載しています。
※ 依頼・相談等に伴う謝礼等条件につきましては、双方協議の上、決定してください。
※ メールの送信は、[アットマーク]を@に置き換えて行ってください。

メッセージ

得意とする分野は、ICT（情報通信技術）の利活用促進と、地域における「コミュニケー
ション能力」（コンセンサス）の形成、人材育成である。現在まで多数のプロジェクトに参加
してきて、殆ど全てのプロジェクトを成功に導くことができた。現在は、総務省のICT政策
（ICT利活用促進、ICT地域イノベーション）に取り組んでいる。その他、田舎ビジネスの人
材育成、社会起業家の育成などに取り組んでいる。各省庁の情報など、最新の情報を入
手することも可能であると同時に、各省庁、関係機関にネクションすることが可能である。
また、日本の中の様々な地域を繋ぐこと（地域連携）も可能である。

関連ホームページ http://ccr.ehime-u.ac.jp/rccn/
活動
エリア

全国

略歴

昭和５３年３月：立命館大学経営学部卒業、昭和５３年４月：株式会社四国銀行入行
平成１１年３月：株式会社四国銀行　依願退職（最終、営業統括部副調査役）
平成１１年４月：財団法人高知県産業振興センター　アライアンスセンター次長
平成１２年７月：財団法人高知県産業振興センター　退職
平成１２年９月：社団法人日本テレワーク協会　客員研究員
平成１３年７月：国際大学グローバル・コミュニケーション・センター　　センター・フェロー
平成１４年４月：愛媛大学地域共同研究センター　客員助教授（地域情報学）
平成１６年10月：高知大学客員教授（学長アドバイザー）
平成１７年４月：高知大学生涯学習教育研究センター　教授
平成１８年４月：高知大学国際・地域連携センター　教授（生涯学習部門長）
平成２０年４月：高知大学教育研究部人文社会科学系人文社会科学部門　教授
平成２３年３月：高知大学退職　平成23年7月～平成25年3月：愛媛大学客員教授
平成２６年10月：愛媛大学社会連携推進機構　教授
令和元年10月：愛媛大学地域協働センター南予　副センター長
令和４年4月:愛媛大学地域協働センター中予　副センター長

著作・論文等

1「.四国の地域力を考える」～四国西南地域のブランド化～,2007年12月28日,（財）えひ
め地域政策研究センター,ＥＣＰＲ　2007 No.2 Volume22、　2.「濁酒特区」でブランド化－
高知県三原村－,2007年11月15日初版,新評論、『「村」が地域ブランドになる時代』,関満
博、足利亮太郎編、　他、　3.「地域における ICT 利活用の取り組みについて」,ECPR 
Vol.32（2013　No.1）　　他多数

取組概要

H14年4月からH17年3月まで、愛媛大学にて「地域情報学」（伊予銀行寄附部門）を担当
する。H17年4月からH23年3月まで、高知大学国際・地域連携センター教授（生涯学習部
門長）。平成26年10月より、愛媛大学社会連携推進機構教授として、文部科学省の「地
（知）の拠点整備事業（COC事業）」、「地域の未来をステークホルダーと共に創る実践的
人材の育成」に取り組んでいる（愛媛県南予地域担当の、地域連携コーディネーター）。
その他、日本の情報化を、地域という視点で見直し、地域における「知的能力」と「コミュニ
ケーション能力」を高めることにより、新たな産業集積や地域の活性化（地域の自立）が実
現できないか、研究・実践している。
APPLIC(一般財団法人 全国地域情報化推進協会)の「ＩＣＴ地域イノベーション委員会」
でアドバイザーを務めている他、四国のICT利活用促進、ICT地域イノベーション、ICT人
材育成に取り組んでいる。
平成15年9月、「地域産業おこしに燃える人」（内閣官房・経済産業省）に選定される（小
泉総理より、首相官邸にて）。平成19年3月、内閣官房より「地域活性化伝道師」にも選定
される。地域情報化アドバイザー（総務省委嘱）、四国情報通信懇談会、日本テレワーク
協会（アドバイザー）、ICT地域マネージャー（総務省委嘱）、現代龍馬学会　他
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愛媛県松山市文京町３番 （職場）

連絡先
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氏　名 坂本　世津夫
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名　称 愛媛大学社会連携推進機構

役　職 教授

地域活性化伝道師プロフィール
分
野

地域産業・イノベーション・農商工連携 農・林・水産業

地域医療、福祉・介護、教育 観光・交流

地域コミュニティ・集落再生 環境

地域交通・情報通信 まちづくり


